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第３部 計画の基本的な考え方

第１章 国の基本方針

第１節 国の基本方針の考え方

○ 国の基本方針では、以下を医療費適正化計画における目標設定の前提としています。

○ 医療費の急増を抑えていくためには、若い時からの生活習慣病の予防対策が重要であり、

生活習慣病の発症予防として、個人の生活習慣の改善を促す取組を進めることや、重症化

するリスクの高い医療機関未受診者等に対して医療機関の受診を勧奨し、必要な治療を行

うことなど、重症化を予防するための取組を進めることが必要としています。

○ また、今後、急速な少子高齢化の進展が見込まれる中にあっては、患者の視点に立って、

どの地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指

すことが必要であり、医療機関の自主的な取組により、医療機関の病床を医療ニーズの内

容に応じて機能分化しながら、切れ目のない医療・介護を提供することにより、限られた

医療資源を有効に活用することが医療費適正化の観点からも重要であるとしています。

○ 要介護認定率が著しく上昇する 歳以上の人口は令和７年以降も引き続き増加し、医

療・介護の複合的なニーズを有する者の更なる増加が見込まれており、医療費適正化のた

めの取組は、医療と介護の両方に対するアプローチの重要性や心身機能の低下に起因した

疾病の予防の重要性を踏まえたものとすることも必要としています。

○ あわせて、後発医薬品の使用促進、バイオ後続品の普及促進、重複投薬及び多剤投与の

是正の更なる取組の推進に加え、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、医療資

源の効果的かつ効率的な活用のための取組を進めることも重要としています。
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第２節 国が示す目標

１ 住民の健康の保持の推進に関する目標

（１）特定健康診査の実施率

○ 国は、特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るための基本的な指針

（以下「特定健康診査等基本指針」という。）における全国目標を踏まえて、令和 年度

における特定健康診査実施率を ％以上とすることを目標とすることが考えられるとし

ています。

○ なお、国は、特定健康診査等基本指針において、各保険者種別の特定健康診査実施率の

目標値を掲げており、各保険者はその値を踏まえて、各保険者が策定する特定健康診査等

実施計画 において目標値を設定することとしています。（図表 ）

（図表64）各保険者種別の特定健康診査実施率の目標値
保険者

種別

・単一型健康保険組合

・共済組合

・総合型健康保険組合

・日本私立学校振興・

共済事業団

・国民健康保険組合

・全国健康保険協会

・船員保険

・区市町村国民健康

保険

実施率 ％以上 ％以上 ％以上 ％以上

（２）特定保健指導の実施率

○ 国は、特定健康診査等基本指針における全国目標を踏まえて、令和 年度における特

定保健指導実施率を ％以上とすることを目標とすることが考えられるとしています。

○ なお、国は、特定健康診査等基本指針において、各保険者種別の特定保健指導実施率の

目標値を掲げており、各保険者はその値を踏まえて、各保険者が策定する特定健康診査等

実施計画において目標値を設定することとしています。（図表 ）

（図表65）各保険者種別の特定保健指導実施率の目標値
保険者

種別

・区市町村国民健康保険

・単一型健康保険組合

・共済組合

・全国健康保険協会 ・総合型健康保険組合

・船員保険

・国民健康保険組合

・日本私立学校振興・共済事業団

実施率 ％以上 ％以上 ％以上

8 特定健康診査等実施計画：保険者は、高確法第 条に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する計画を策
定し、特定健康診査等の具体的な実施方法に関する事項や具体的な目標等を定めることとされており、令和６年度～ 年

度を計画期間とする第四期特定健康診査等実施計画を策定している。
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第１章 国の基本方針

第１節 国の基本方針の考え方

○ 国の基本方針では、以下を医療費適正化計画における目標設定の前提としています。

○ 医療費の急増を抑えていくためには、若い時からの生活習慣病の予防対策が重要であり、

生活習慣病の発症予防として、個人の生活習慣の改善を促す取組を進めることや、重症化

するリスクの高い医療機関未受診者等に対して医療機関の受診を勧奨し、必要な治療を行

うことなど、重症化を予防するための取組を進めることが必要としています。

○ また、今後、急速な少子高齢化の進展が見込まれる中にあっては、患者の視点に立って、

どの地域の患者も、その状態像に即した適切な医療を適切な場所で受けられることを目指

すことが必要であり、医療機関の自主的な取組により、医療機関の病床を医療ニーズの内

容に応じて機能分化しながら、切れ目のない医療・介護を提供することにより、限られた

医療資源を有効に活用することが医療費適正化の観点からも重要であるとしています。

○ 要介護認定率が著しく上昇する 歳以上の人口は令和７年以降も引き続き増加し、医

療・介護の複合的なニーズを有する者の更なる増加が見込まれており、医療費適正化のた

めの取組は、医療と介護の両方に対するアプローチの重要性や心身機能の低下に起因した

疾病の予防の重要性を踏まえたものとすることも必要としています。

○ あわせて、後発医薬品の使用促進、バイオ後続品の普及促進、重複投薬及び多剤投与の

是正の更なる取組の推進に加え、第四期医療費適正化計画の計画期間においては、医療資

源の効果的かつ効率的な活用のための取組を進めることも重要としています。
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（３）メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率

○ 国は、平成 年度と比べた、令和 年度時点でのメタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少率を ％以上とすることを目標とすることが考えられるとしていま

す。

（４）たばこ対策

○ 国は、がんや循環器疾患等の生活習慣病の発症予防のためには、予防可能な最大の危険

因子の一つである喫煙による健康被害を回避することが重要であるとして、禁煙の普及啓

発施策に関する目標を設定することが考えられるとしています。

（５）予防接種

○ 国は、疾病予防という公衆衛生上の観点及び、住民の健康の保持の観点から、予防接種

の適正な実施が重要であるとして、予防接種の普及啓発施策に関する目標を設定すること

が考えられるとしています。

（６）生活習慣病等の重症化予防の推進に関する目標

○ 国は、生活習慣病等の症状の進展、合併症の発症等の重症化予防のためには、都道府県、

保険者等及び医療関係団体等が連携を図り、関係者が一体となって取組を行うことが重要

であるとして、糖尿病の重症化予防の取組や、高齢者の特性に応じた重症化予防の取組の

推進に関する目標を設定することが考えられるとしています。

（７）高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進

○ 国は、高齢者に対する疾病予防・介護予防の推進に当たっては、高齢者が複数の慢性疾

患を有することや、加齢に伴う身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえることが重要で

あるとして、後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）と区市町村による高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施（以下「一体的実施」という。）の推進に関する目標

を設定することが考えられるとしています。

（８）その他予防・健康づくりの推進

○ 国は、上記の目標以外に、健康寿命の延伸の観点から予防・健康づくりの取組を通じた

健康の保持の推進を図ることが重要であるとして、保険者等が実施している保健事業を踏

まえ、生活習慣に関する正しい知識の普及啓発、住民に対する予防・健康づくりに向けた

インセンティブを提供する取組及びがん検診、肝炎ウイルス検査等の特定健康診査以外の

健診・検診に関する目標を設定すること等が考えられるとしています。
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２ 医療の効率的な提供の推進に関する目標

（１）後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進

○ 国は、今後、「経済財政運営と改革の基本方針 」の「後発医薬品の数量シェアを、

令和 年度末までに全ての都道府県で ％以上とする」という政府目標を、金額ベース

等の観点を踏まえて見直すこととしており、第四期都道府県医療費適正化計画における後

発医薬品の使用促進に関する数値目標を、新たな政府目標を踏まえ、令和６年度に設定す

ることが考えられるとしています。

○ なお、現時点で数量ベースの使用割合が ％に達していない都道府県においては、当

面の目標として、可能な限り早期に ％以上に到達することを目標とすることが望まし

いとしています。

○ 国は、バイオ後続品について、令和 年度末までにバイオ後続品に ％以上置き換

わった成分数が全体の成分数の ％以上にするという目標が設定された ことを踏まえ、

第四期都道府県医療費適正化計画の計画期間の最終年度の令和 年度に、バイオ後続品

に数量ベースで ％以上置き換わった成分数が全体の成分数の ％以上に到達してい

るとする目標を設定することが考えられるとしています。

（２）医薬品の適正使用の推進

○ 国は、今後、医療費の増大が見込まれる中では、重複投薬や多剤投与の是正等、医薬品

の適正使用を推進することが重要であるとして、重複投薬の是正に関する目標（医薬品の

適正使用に関する普及啓発や、保険者等による医療機関及び薬局と連携した訪問指導の実

施等）や、複数種類の医薬品の投与の適正化に関する目標（医療機関及び薬局と連携した

服薬状況の確認や併用禁忌の防止の取組の実施等）を設定することが考えられるとしてい

ます。

（３）医療資源の効果的・効率的な活用

○ 国は、効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療や医療資源の投

入量に地域差がある医療については、個別の診療行為としては医師の判断に基づき必要な

場合があることに留意しつつ、地域ごとに関係者が地域の実情を把握するとともに、医療

資源の効果的かつ効率的な活用に向けて必要な取組について検討し、実施していくことが

重要であるとして、医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標を設定することが考え

られるとしています。

（４）医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供の推進

○ 国は、高齢期の疾病は、疾病の治療等の医療ニーズだけでなく、疾病と関連する生活機

9 バイオ後続品に係る新たな目標：令和 5 年 4 月 28 日開催の経済・財政一体改革推進委員会第 46 回社会保障ワーキング

グループにおいて公表
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（３）メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率

○ 国は、平成 年度と比べた、令和 年度時点でのメタボリックシンドロームの該当

者及び予備群の減少率を ％以上とすることを目標とすることが考えられるとしていま

す。

（４）たばこ対策

○ 国は、がんや循環器疾患等の生活習慣病の発症予防のためには、予防可能な最大の危険

因子の一つである喫煙による健康被害を回避することが重要であるとして、禁煙の普及啓

発施策に関する目標を設定することが考えられるとしています。

（５）予防接種

○ 国は、疾病予防という公衆衛生上の観点及び、住民の健康の保持の観点から、予防接種

の適正な実施が重要であるとして、予防接種の普及啓発施策に関する目標を設定すること

が考えられるとしています。

（６）生活習慣病等の重症化予防の推進に関する目標

○ 国は、生活習慣病等の症状の進展、合併症の発症等の重症化予防のためには、都道府県、

保険者等及び医療関係団体等が連携を図り、関係者が一体となって取組を行うことが重要

であるとして、糖尿病の重症化予防の取組や、高齢者の特性に応じた重症化予防の取組の

推進に関する目標を設定することが考えられるとしています。

（７）高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防の推進

○ 国は、高齢者に対する疾病予防・介護予防の推進に当たっては、高齢者が複数の慢性疾

患を有することや、加齢に伴う身体的、精神的及び社会的な特性を踏まえることが重要で

あるとして、後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」という。）と区市町村による高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施（以下「一体的実施」という。）の推進に関する目標

を設定することが考えられるとしています。

（８）その他予防・健康づくりの推進

○ 国は、上記の目標以外に、健康寿命の延伸の観点から予防・健康づくりの取組を通じた

健康の保持の推進を図ることが重要であるとして、保険者等が実施している保健事業を踏

まえ、生活習慣に関する正しい知識の普及啓発、住民に対する予防・健康づくりに向けた

インセンティブを提供する取組及びがん検診、肝炎ウイルス検査等の特定健康診査以外の

健診・検診に関する目標を設定すること等が考えられるとしています。
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能の低下等による介護ニーズの増加にもつながりやすく、区市町村の在宅医療・介護連携

推進事業への後方支援、広域調整等の支援に関する目標を設定することが考えられるとし

ています。
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第２章 東京都の計画の基本的な考え方

第１節 国が示す目標に対する東京都の考え方

○ 国の基本方針で例示されている数値目標は、全国目標として、国、都道府県、保険者等、

医療の担い手等それぞれの役割において取組を推進することで達成を目指していくもの

です。

○ また、国の基本方針に例示される目標達成に資する取組が、平成３０年度から実施され

ている保険者に対するインセンティブの仕組みにおいて、保険者共通の評価指標として位

置付けられており、保険者機能の強化や、都道府県のガバナンス強化が求められています。

○ 都では、本計画において、国の基本方針に示される全国目標を踏まえた数値目標及び取

組の方向性を設定し、保険者等、医療の担い手等と共に取組を推進していきます。

第２節 計画における取組の方向性

○ 第 部「都民医療費の現状」で見てきたとおり、高齢になるにつれ、高血圧性疾患、腎

不全、糖尿病等生活習慣病の一人当たり医療費や受診率が高くなる傾向にあることから、

今後高齢者人口の増加が見込まれる中、医療費の急増を抑えていくためには、若い時から

の生活習慣病の予防対策が重要となります。

○ 例えば糖尿病では、重症化して人工透析に移行した場合には、個人のＱＯＬ（生活の質）

が著しく低下することに加え、多額の医療費が必要になることが指摘されています。生活

習慣病のリスク等に応じて、速やかに医療機関の受診を勧奨するとともに、その重症化を

予防するための取組を進めることが大切です。

○ また、東京には高度医療・先進医療を提供する大学病院や特定機能病院が集積しており、

交通網の発達により医療機関等にアクセスがしやすいといった特徴があります。このため、

本計画では、単に医療費を抑制するのではなく、こうした東京の特徴を考慮しながら、都

民の健康の保持や良質で効率的な医療の提供に向けた取組を推進することにより、結果と

して都民医療費の適正水準の確保を図るという考えに立ち、次の数値目標を設定するとと

もに、引き続き２つの視点に基づき、具体的な取組を定めます。（図表 ・ ）

（図表 66）数値目標
特定健康診査の実施率 令和 年度までに ％以上

特定保健指導の実施率 令和 年度までに ％以上

メタボリックシンドローム該当者及び

予備群の減少率

令和 年度までに ％以上

（平成 年度比）

後発医薬品の使用割合（数量シェア） 当面の目標として ％以上
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能の低下等による介護ニーズの増加にもつながりやすく、区市町村の在宅医療・介護連携

推進事業への後方支援、広域調整等の支援に関する目標を設定することが考えられるとし

ています。
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視点１：生活習慣病の予防と都民の健康の保持増進

医療費に占める割合が高く、高齢になるにつれ増加する生活習慣病の発症・重症化を予

防することは、結果として医療費の伸びの抑制にもつながることから、特定健康診査及び

特定保健指導、生活習慣病の発症・重症化予防、その他予防・健康づくりの取組を推進し、

都民の生涯にわたる健康づくりを支援していきます。

視点２：医療の効率的な提供の推進

医療費が年々増加する中、国民皆保険制度を維持し、都民が引き続き良質かつ適切な医

療を受けられるようにするため、医療機関の病床を医療ニーズの内容に応じ機能分化しな

がら、切れ目ない医療・介護を提供するとともに、後発医薬品等の使用促進や、効果が乏

しいというエビデンスがあることが指摘されている医療の適正化など、医療資源の効果

的・効率的な活用を推進します。

（図表67）医療費適正化に向けた２つの視点と取組の方向性

視点 １

生活習慣病の予防と

都民の健康の保持増進

視点２

医療の効率的な提供の推進

都民医療費の適正水準を確保

結果として

・ 切れ目ない保健医療体制の推進

・ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向
けた取組の推進

・ 緊急性や受診の必要性を確認できる
医療情報の提供

・ 後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進

・ 医薬品の適正使用の推進

・ レセプト点検等の充実強化

・ 有効性・必要性を踏まえた医療資源の

効率的な活用

・ 医療・介護連携を通じた効果的・効率的

なサービス提供の推進

・ データヘルス計画の推進

・ 健康診査及び保健指導の推進

特定健康診査及び特定保健指導の推進、

がん検診、肝炎ウイルス検査の取組 等

・ 生活習慣病の発症・重症化予防の推進

・ 高齢期における社会生活を営むために
必要な機能の維持

・ 健康の保持増進に向けた一体的な支援

健康情報をわかりやすく伝える取組 等

・ たばこによる健康影響防止対策の取組

・ 予防接種の推進
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○ ２つの視点に基づく取組を推進するに当たり、以下の項目について経年で数値を把握し

ていきます。（図表 ）

（図表68）取組の推進に当たり経年で数値を把握する項目
項目 データの出典

循環器系疾患の人口一人当たり医療

費

厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

新生物＜腫瘍＞の人口一人当たり医

療費

厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

腎不全の人口一人当たり医療費 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

糖尿病の人口一人当たり医療費 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

骨折の人口一人当たり医療費 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

循環器系疾患の患者数 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

新生物＜腫瘍＞の患者数 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

腎不全の患者数 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

糖尿病の患者数 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

骨折の患者数 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

人口 万人当たり糖尿病性腎症に

よる新規透析導入率

一般社団日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の

現況」

メタボリックシンドローム該当者割

合（ ～ 歳）

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状

況」

メタボリックシンドローム予備群割

合（ ～ 歳）

厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状

況」

％以上の者の割合（

～ 歳）

厚生労働省「 オープンデータ」

収縮期血圧の平均値（ ～ 歳） 厚生労働省「 オープンデータ」

コレステロール 以

上の者の割合（ ～ 歳）

厚生労働省「 オープンデータ」

重複投薬（ 医療機関以上）の患者

率

厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

多剤投与（ 種類及び 種類以

上）の患者率

厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

抗菌薬使用量（予定） 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

外来化学療法の実施件数（予定） 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」

白内障手術の外来割合（予定） 厚生労働省「医療費適正化計画関係データセット」
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